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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策研究事業） 

総括研究報告書 

 

計画相談支援・障害児相談支援におけるケアマネジメントに係る業務 

及び記録の標準化に向けた研究 

 

研究代表者 石山 麗子 国際医療福祉大学大学院 教授 

研究要旨本研究は、令和 7年～９年度の３年間を通じて、サービス等利用計画作成に係

る標準様式として、アセスメント、サービス等利用計画、モニタリングの各様式（案）

の作成目指している。１年目に該当する令和 7 年度は、研究 Aでは全国の全国の指定特

定相談支援事業所、及び、指定障害児相談支援事業所 3400 箇所へのアンケート調査、

研究 Bでは相談支援専門員へのインタビューを通じて、事業所で使用しているサービス

等利用計画、モニタリング様式の種類、活用状況と課題を把握することを目的とした。 

研究 Aでは、507件の有効回答から①サービス等利用計画・モニタリング様式は約６

割の地域で統一されていた一方で、相談受付表・アセスメント様式は７割で統一されて

いないこと、②業務支援ソフト使用率 42.6%、ICT活用は 2割前後と低調で、機能強化

型加算の算定状況と関連がみられたこと、③アセスメント項目のうち「コミュニケーシ

ョン・意思決定」、「対人関係」、「家族支援」、「成育歴・生活歴」は情報収集・記載の双

方で困難度が高い一方、現行項目の 85.4%が「網羅されている」と評価されたこと、④

支給決定申請時のアセスメント提出は新規申請で必要 59.4%不要 40.6%と自治体差が大

きかったことが明らになった。 

研究 Bでは、3地域のサービス等利用計画等の様式と活用状況を明らかにした結果、様

式は A 圏域や B 市で共通化されており、本人の意向やストレングスを反映しやすい工夫

がみられた。また、様式の活用状況については、「支給決定の根拠」という本来の役割に

加え、反復的アセスメントによる「本人の目標の共有」、関係機関との「情報共有」、連絡

会等を通じた「地域課題の発見」、GSV等での「人材育成」の 5機能が見出された。 

適切な支給決定のためには自治体の視点にたった様式をめぐる実態も明らかにする必

要があることから、研究 A、研究 B の結果と、今後実施する自治体向けの調査結果を踏ま

えて複眼的に様式の改訂を行う必要がある。 

 

＜研究分担者＞ 

・相馬大祐   

長野大学 准教授 

・鈴木 善雄  

国際医療福祉大学大学院 助教 

・奥西允    

東洋大学 助教 

 

A. 研究目的 

１)研究の背景と先行研究の状況 

相談支援の質を向上し均てん化を図るに

は、サービス等利用計画を策定に関する業

務と記録の標準化は不可欠である。加えて

今後一層深刻化が見込まれる人材不足を考

慮すれば、サービス等利用計画の質と業務

効率化を同時に実現しなければならない。
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デジタル行財政改革 2024では介護の生産

性向上が示された。相談支援専門員等の業

務支援に今後は機械学習等（AI）の技術の

活用も想定される。その実現にはケアマネ

ジメントに係る業務の一定の標準化と、と

りわけ記録の標準化が必須となるため、こ

れらに関する基礎的知見を明らかにする必

要がある。 

 令和 4～6年度 厚生労働科学研究補助金 

障害者総合政策研究事業において相談支援

におけるサービス等利用計画を作成する相

談支援専門員の思考と判断のプロセスを可

視化し、アセスメント項目及び様式を提案

することを目的に、①全国の指定特定･指

定障害児相談支援事業所で使用する様式を

取り寄せた様式と項目の実態把握、②相談

支援専門員の初任者と熟達者グループのそ

れぞれに対するフォーカス・グループ・イ

ンタビューを通じた相談支援の思考過程の

可視化、両群の比較と経年変化を把握し

た。③アセスメント様式の実践での活用実

態と課題の把握したうえで、④アセスメン

ト項目と様式（案）の作成、当該様式案を

試行した相談支援専門員へのグループイン

タビュー及び、全国の相談支援専門員への

アンケート調査を通じた相談支援専門員か

らみた様式の実践上の活用可能性を検証

し、アセスメントメント項目及び様式の作

成を行った。 

 

2)研究全体の目的： 

本研究は、令和 7年～9年度の 3年間を

通じて、サービス等利用計画作成に係る標

準様式であるアセスメント、サービス等利

用計画、モニタリングの各様式（案）を作

成することを目的とする。 

令和 7年度は、研究 A、及び、研究 Bを

通じて、指定特定･指定障害児相談支援事

業所が使用するサービス等利用計画、モニ

タリング様式の種類、活用状況と課題を把

握することを目的とする。 

 

3）各研究の題目 

・研究 A:指定特定・指定障害児相談支援

事業所を対象とした全国アンケート調査に

関する研究 

・研究 B：ケアマネジメントプロセスに関
する様式の活用実態 ―３事業所へのイン
タビュー調査結果より― 

 

4)各研究の実施体制 

研究 A： 

・石山麗子 国際医療福祉大学大学院 教授 

・鈴木善雄 国際医療福祉大学大学院 助教 

研究 B： 

・相馬大祐  長野大学 准教授 

・奥西允  東洋大学 助教 

 

5）目的 

・研究 Aの目的は、全国の指定特定相談支

援事業所・指定障害児相談支援事業所を対

象に、各様式の有無・種類・活用状況と課

題を、①計画作成、②支給決定の根拠、③

利用者との関係性の 3観点から横断的に把

握することである。 

・研究 Bの目的は、基幹相談支援センター

の相談支援専門員を対象とするインタビュ

ー調査を通じて、サービス等利用計画、及

び障害児支援利用計画に関するアセスメン

ト、サービス等利用計画、モニタリングの

各様式の活用状況等の実態を明らかにする

ことである。 
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B. 研究方法  

１)研究 Aの方法： 

研究 Aは、全国の指定特定相談支援事業

所および指定障害児相談支援事業所（WAM 

NET登録事業所）から無作為に抽出した

3,400か所を対象として実施した。回答者

は事業所の管理者、または主任相談支援専

門員とし、Webフォームを用いた無記名自

記式質問紙調査の方法を用いた。調査時期

は、令和 8年 1月 1日を基準日とし、令和

8 年 3月に実施した。 

調査項目は、事業所および回答者の属性、

各様式（相談受付表、アセスメント、サー

ビス等利用計画、モニタリング）の地域統

一状況と使用の有無、計画書作成前のアセ

スメント実施や ICT活用を含むケアマネジ

メント業務の実態のほか、アセスメント

14 項目に関する 6観点（情報収集困難、

重視収集、重視記録、形式化、記載困難、

不要）の該当状況、項目の網羅性、支給決

定申請時の必要書類および意識する事項と

した。 

分析においては、単純集計に加えて、担

当利用者数規模、主任相談支援専門員の配

置、機能強化型加算の算定、アセスメント

様式の統一状況、専従・兼務、実務経験年

数、市町村人口規模を独立変数としたクロ

ス集計を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、国際医療福祉大学研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した（承認番号：

25-TA-273）。調査票冒頭において研究の趣

旨、参加の任意性、得られたデータの取扱い

と個人情報の保護、結果の公表方法につい

て明記し、研究協力への同意を確認する設

問への回答をもって同意とみなすこととし

た。調査は無記名で実施し、事業所名・個人

名等の特定情報は収集していない。回収し

たデータは研究目的以外には使用せず、ア

クセス権限を限定した上で厳重に管理した。 

 

 

2）研究 Bの方法 

①研究対象 

 日本相談支援専門員協会から紹介を受け

た３つの地域（表１）の基幹相談支援センタ

ーの相談支援専門員、及び指定特定相談支

援事業所の相談支援専門員を対象にインタ

ビュー調査を実施した。 

②調査方法と分析方法 

 インタビュー調査は、基幹相談支援セン

ターの会議室等にて対面形式で実施した。

時期は2026年１月から３月であった。具体

的なインタビュー調査の項目は表２のとお

りであった。 

 分析に当たっては、インタビュー調査の

内容を逐語録にしたうえで、オープンコー

ディングを行った。その後、似た内容につい

てカテゴリー化を行った。 

③倫理面への配慮 

 調査にあたっては、実際の業務で知りえ

た個人情報は収集せず、様式の使用状況等

の実態を明らかにすることを目的すること

等を説明した。合わせて、収集するデータの

取り扱い、報告書等での公開を説明し、調査

の同意を得て実施した。 

なお、本研究は長野大学「人を対象とする

研究に関する倫理審査」に関するチェック

シートにより審査の必要性がないと確認し、

実施した。 

 

 

C.研究結果 

1) 研究 Aの結果 

①回答事業所及び回答者の属性  

有効回答 507件（有効回答率：14.9%）
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の事業所属性を表 1に示す。所在市町村の

人口規模は一般市町村 57.0%、政令市

22.3%、中核市 18.5%、特別区 2.2%であ

り、地方部から大都市部までを含むサンプ

ルが得られた。法人種別は社会福祉法人

（協議会以外）36.9%、営利法人 32.0%、

特定非営利活動法人（NPO）14.2%の順であ

った。実施している相談支援の種類（複数

回答）は、指定特定相談支援事業 94.1%、

指定障害児相談支援事業 81.3%、指定一般

相談支援事業 34.3%、委託相談支援事業

18.3%、基幹相談支援センター6.3%、自立

生活援助事業 4.1%であった。事業所で契

約している利用者数は平均 139.5人で、80

人以上が 62.1%を占めた。機能強化型加算

の算定状況は、算定あり 45.2%（機能強化

型加算Ⅰ・Ⅱ相当 25.1%、機能強化型加算

Ⅲ・Ⅳ相当 20.1%）、算定なし 54.8%であっ

た。主として対象としている障害種別は、

知的 39.4%、精神 34.1%、発達 18.1%、身

体 7.1%、重症心身 1.2%であった。 

回答者である相談支援専門員の実務経験

年数は平均 7.41年で、5年未満 34.3%、5

～9年 29.0%、10年以上 36.7%とほぼ均等

に分布した。主任相談支援専門員を取得し

ている者は 24.9%、事業所単位で主任相談

支援専門員が配置されているのは 32.1%で

あった。計画相談支援専従は 60.4%、他業

務兼務ありは 38.3%であった。 

②使用様式の統一状況  

事業所が所属する地域における各様式の

統一状況を表 2に示す。相談受付表につい

ては「都道府県で統一」9.7%、「市町村で

統一」22.7%、「統一されていない」

67.7%、アセスメント様式についても「都

道府県で統一」10.8%、「市町村で統一」

20.9%、「統一されていない」68.2%と、両

様式ともに地域における統一が進んでいな

かった。これに対し、サービス等利用計画

の様式は「都道府県で統一」21.1%、「市町

村で統一」40.4%、「統一されていない」

38.5%、モニタリング様式も「都道府県で

統一」19.7%、「市町村で統一」40.4%、「統

一されていない」39.8%と、約 6割の地域

で何らかの形で統一されていた。 

統一様式が存在する地域に属する事業所

のうち、実際に当該統一様式を使用してい

る割合は、相談受付表 92.7%、アセスメン

ト 94.4%、サービス等利用計画 95.2%、モ

ニタリング 95.1%と、いずれも 9割以上で

あった（表 2）。 

③業務支援ソフト及び ICTの活用状況 

アセスメント・サービス等利用計画・モ

ニタリングの記録等における業務支援ソフ

トの使用状況を表 3に示す。「使用」

42.6%、「不使用」57.4%であった。多職種

との情報共有に ICTを活用しているのは

25.8%、記録作成に ICTを活用しているの

は 19.7%であった（表 3）。 

④ケアマネジメント業務の実施状況  

サービス等利用計画作成前に必ずアセス

メントシートを作成している割合を表 4に

示す。「10割（必ず作成している）」と回

答した者は 53.5%、平均は 72.3%であっ

た。10割でなかった回答者に対し、分析

の方法を尋ねた設問（複数回答）では、

「アセスメント実施時のメモをもとに分析

している」49.2%、「面談時に記憶した情報

をもとに分析している」28.8%、「利用者や

家族の希望どおりに作成している」

12.3%、「その他」9.7%であった。 

一方、サービス担当者会議において利用

者とサービス担当者に計画書を配布してい

る割合は、「10割」69.0%、平均 87.5%であ

った（表 4）。 

⑤アセスメント項目ごとの情報収集・記録
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作成の実態  

14のアセスメント項目について、6観点

（情報収集が難しい／どの利用者にも重視

して情報収集する／どの利用者にも重視し

て記録する／記録が形式的になりがち／得

た情報を的確に記載することが難しい／不

要だと思う）での該当状況を尋ねた結果を

表 5に示す（「該当する」と回答した割合

を抜粋）。 

「どの利用者にも重視して情報収集する

項目」としては、要望・困りごと 92.7%、

成育歴・生活歴 85.4%、コミュニケーショ

ン・意思決定 84.4%、生活基盤・日常生活

83.6%、健康 82.6%、対人関係 77.3%が上位

であった。「どの利用者にも重視して記録

する項目」も同様に、要望・困りごと

92.3%、健康 82.1%、成育歴・生活歴

83.6%、生活基盤・日常生活 79.7%、日常

生活 79.3%、コミュニケーション・意思決

定 79.5%が上位となり、情報収集と記録で

重視される項目は概ね一致していた。 

一方、「情報収集が難しい項目」として

は、コミュニケーション・意思決定

40.4%、家族支援 39.3%、対人関係 38.5%、

成育歴・生活歴 38.3%、屋外移動・金銭管

理 37.7%が上位となった。「得た情報を的

確に記載することが難しい項目」も、コミ

ュニケーション・意思決定 38.5%、対人関

係 38.3%、家族支援 34.3%が高かった。 

「記録が形式的になりがちな項目」とし

ては、一日の生活の流れ 49.7%、ジェノグ

ラム・エコマップ 41.4%が高かった。「不

要だと思う項目」は全項目で 1.8～4.1%に

とどまった。アセスメント項目の網羅性に

ついては、「網羅されている」85.4%、「網

羅されていない」14.6%であった（表 5）。 

⑥障害福祉サービスの支給決定申請時の必

要書類  

障害福祉サービスの支給決定申請時に必

ず提出が求められる書類を表 6に示す。サ

ービス等利用計画は新規 98.8%、更新

97.8%、変更 96.4%と、ほぼ全ての自治体

で必須書類とされていた。モニタリングは

更新申請 81.1%、変更申請 74.8%で必要と

されていた。これに対し、アセスメントは

新規申請で「必要」59.4%、「不要」

40.6%、更新申請で「必要」37.1%、変更申

請で「必要」35.3%であった（表 6）。 

⑦クロス集計結果  

回答者・事業所属性と主要変数との関係

をクロス集計により分析した結果を以下に

示す。 

ⅰ) 市町村人口規模と様式の統一状況  

市町村人口規模別に様式統一率を比較す

ると、サービス等利用計画様式の「市町村

で統一」の割合は、政令市 62.8%、中核市

52.1%、特別区 36.4%、一般市町村 28.0%で

あった（表 7）。モニタリング様式につい

ても同様の傾向がみられ、政令市 60.2%、

中核市 54.3%、一般市町村 28.4%であっ

た。一方、「統一されていない」割合は一

般市町村で最も高く、サービス等利用計画

で 43.3%、モニタリングで 44.6%を占めた

（表 7）。 

ⅱ) 機能強化型加算の算定状況と業務支援

ソフト・様式統一  

機能強化型加算の算定状況別に業務支援

ソフト使用率をみると、加算なし事業所

36.3%に対し、機能強化型Ⅲ・Ⅳ相当

44.1%、機能強化型Ⅰ・Ⅱ相当 55.1%と、

上位加算の算定事業所ほど業務支援ソフト

の使用率が高かった（表 8）。また、サー

ビス等利用計画様式が「都道府県又は市町

村で統一されている地域」に属する事業所

の割合も、機能強化型加算算定事業所

64.2%が、加算なし事業所 59.3%を上回っ
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た（表 8）。 

ⅲ) 実務経験年数と業務支援ソフト・ICT

活用  

相談支援専門員の実務経験年数別にみる

と、多職種との情報共有における ICT活用

率は、5年未満 18.4%、5～9年 28.6%、10

年以上 30.6%であった（表 9）。記録作成に

おける ICT活用率についても、5年未満

19.0%、5～9年 18.4%、10年以上 21.5%で

あり、群間差は大きくなかった（表 9）。 

ⅳ) 計画相談支援専従状況と業務実施状況  

計画相談支援専従（n=306）と他業務兼

務あり（n=194）を比較すると、業務支援

ソフトの使用率は専従 38.9%、兼務

49.0%、多職種情報共有における ICT活用

率は専従 24.5%、兼務 28.4%、記録作成に

おける ICT活用率は専従 18.6%、兼務

21.6%であり、いずれも兼務あり群の方が

高かった（表 10-1）。アセスメント項目別

の「どの利用者にも重視して情報収集する

項目」についても、兼務あり群の方が重視

する項目が多い傾向がみられた（表 10-

2)。例えば、要望・困りごと（兼務 95.9% 

vs 専従 90.5%）、一日の生活の流れ（兼務

77.8% vs 専従 71.9%）、ジェノグラム・エ

コマップ（兼務 77.8% vs 専従 61.8%）、成

育歴・生活歴（兼務 90.2% vs 専従

82.4%）、生活基盤・日常生活（兼務 89.7% 

vs 専従 79.7%）、社会参加（兼務 66.5% vs 

専従 58.5%）、屋外移動・金銭管理（兼務

70.6% vs 専従 60.1%）などで兼務あり群

が上回った。 

「どの利用者にも重視して記録する項目」

でも同様の傾向がみられた（表 10-3）。 

ⅴ) 担当利用者数規模と情報収集困難感 

担当利用者数の規模区分別に「情報収集

が難しい」と回答した割合をみると、39

人以下の小規模群が複数の項目で最も高

く、80人以上の大規模群よりも高い傾向

がみられた（表 11）。特に、要望・困りご

と（39人以下 37.4% vs 80 人以上

27.3%）、成育歴・生活歴（45.1% vs 

36.8%）、生活基盤・日常生活（37.4% vs 

24.1%）、社会参加（35.2% vs 23.8%）、家

族支援（47.3% vs 36.8%）、屋外移動・金

銭管理（47.3% vs 33.7%）で差が大きかっ

た。対人関係とコミュニケーション・意思

決定については規模差が小さかった（表

11）。 

 

 

2) 研究 Bの結果 

ⅰ) 様式の項目等 

３つの地域のサービス等利用計画、及び

障害児支援利用計画作成の際の様式を表３

にまとめた。A圏域とB市では共通の様式を

使用しているということであったが、C市は

事業所単独の様式の使用の可能性があると

いうことであった。 

様式の項目については、A圏域の場合、ア

セスメント様式、サービス等利用計画の様

式において、本人の意向が書き込めるよう

に工夫されていた。また、A圏域、B市はアセ

スメント様式にて、ストレングスを記述す

ることができるようになっていた。 

 

ⅱ) 様式の活用状況 

 次に、様式をどのように活用しているの

かについて、表４にまとめた。以下、項目ご

とに確認する。 

a.支給決定 

 まず、支給決定の機能について確認した

い。このうち、支給決定の根拠になるという

発言は３つの地域、共通して確認された。 

 それぞれの地域の独自な点としては、支

給決定の根拠だけでなく、インフォーマル
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な資源を多く記述しようとすると、支給決

定の根拠としての目的からはズレていくこ

とになるという発言があった。また、支給決

定の根拠ではあるが、行政ごとにルールが

あり、それを覚えることが大変であるとい

った発言も確認された。 

b. 本人の目標の共有 

 ２つ目に本人の目標の共有の機能の内容

について確認したい。 

 まず、様式の項目を変更しているA圏域で

は、より本人の目標や希望を記述できるよ

うに工夫していた。また、本人との目標の共

有にあたっては、アセスメントを繰り返す

ことや目標を聞き出す工夫を行っているこ

とが確認された。 

 

c. 情報共有 

 ３つ目に情報共有の機能の内容について

確認したい。事業所への情報共有と市町村

の担当部署への情報共有を行っていること

が確認された。 

 

d. 地域課題の発見 

 ４つ目に地域課題の発見の機能の内容に

ついて確認したい。サービス等利用計画等

の作成のプロセスにおいて発見された課題

については、相談支援事業所連絡会や行政

機関の担当部署と基幹相談支援センターで

共有されていることが確認された。 

 

e. 人材育成での活用 

 ５つ目に人材育成での活用の機能の内容

について確認したい。GSVでの活用であった

り、巡回相談での活用が行われていた。 

 

 

 

 

D.考察 

１)研究 Aの考察 

 本調査では、サービス等利用計画・モニ

タリング様式は一定程度地域で統一されて

いる一方、相談受付表とアセスメント様式

の統一は遅れていた。過去の調査 1）でも同

様の構図が示されており、約 3年を経ても

変化はみられない。これは、支給決定事務

に直結する計画書・モニタリング様式では

日本相談支援専門員協会のモデル様式 2）を

基盤とした地域統一が進んだ一方、事務手

続に直接結びつかない相談受付・アセスメ

ント様式は自然経過では統一が進みにくい

ためと考えられる 3）。 

統一様式がある地域では各様式とも 9割

以上の事業所が実際に使用していたことか

ら、課題の中心は現場での不使用ではな

く、地域における様式整備の遅れにあると

考えられる。特に一般市町村で未統一割合

が高かったことから、中小規模自治体を念

頭に置いた標準様式の提示が必要である。 

業務支援ソフト使用率は 42.6%、ICT活

用は 2割前後にとどまり、記録業務のデジ

タル化は十分に進んでいなかった。一方

で、機能強化型加算算定事業所では業務支

援ソフト使用率が高かったことから、体制

整備の状況が ICT活用に影響している可能

性がある。標準化を実効性のあるものにす

るには、様式そのものの整備に加え、入力

しやすいデータ構造や運用環境をあわせて

整える必要がある。 

アセスメント項目では、「コミュニケー

ション・意思決定」「対人関係」「家族支

援」「成育歴・生活歴」で情報収集と記載

の双方に困難が集まっていた。一方、現行

項目の網羅性は 85.4%が肯定しており、今

後の焦点は項目の追加よりも、各項目の記

載例、判断の視点、活用方法を具体化する
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ことにあると考えられる。また、「一日の

生活の流れ」「ジェノグラム・エコマッ

プ」は形式化しやすく、記録の目的と使い

方を踏まえた様式設計の再検討が必要であ

る。 

クロス集計では、小規模事業所で情報収

集困難感が高く、兼務あり群で ICT活用率

やアセスメント重視項目の割合が高かっ

た。事業所規模や法人体制の違いが実務の

進め方に影響している可能性があり、標準

様式の普及に当たっては、事業所の規模や

運営体制に応じた支援方策を検討する必要

がある。 

支給決定申請時におけるアセスメント提

出の要否は自治体差が大きかった。アセス

メントの位置づけが自治体ごとに異なるこ

とは、現場の実務負担や様式整備の優先順

位にも影響しうる。次年度以降は、市町村

側調査とあわせて、支給決定実務における

アセスメントの位置づけを整理する必要が

ある。 

 

2）研究 Bの考察 

 本研究の結果、ケアマネジメントプロセ

スにおける様式の活用状況として、①支給

決定、②本人の目標の共有、③情報共有、④

地域課題の発見、⑤人材育成での活用の５

つの機能があることが確認された。中でも

②本人の目標の共有においては、モニタリ

ングの中で再びアセスメントをしていく発

言が多く確認された。また、本人の目標を確

認する工夫についても発言が多く確認され

ており、本人の意向をどのように計画に反

映するのか、相談支援専門員が試行錯誤を

している状況がうかがえた。 

 日本相談支援専門員協会は、サービス等

利用計画の評価視点として、①エンパワメ

ント、アドボカシーの視点、②総合的な生活

支援の視点、③ニーズに基づく支援の視点、

④連携･チーム支援の視点、⑤中立･公平な

視点、⑥生活の質の向上の視点の６つの視

点を提示しているが、本研究で確認された

内容についても同様の視点が多く確認され

た（日本相談支援専門員協会2015）。 

 

 

E. 結論 

1) 研究 Aの結論 

全国の指定特定・指定障害児相談支援事

業所 507か所を対象とした本調査から、次

の点が明らかとなった。第 1に、サービス

等利用計画・モニタリング様式に比べ、相

談受付表・アセスメント様式の統一は遅れ

ていた。第 2に、業務支援ソフト及び ICT

の活用は全体として低水準であった。第 3

に、「コミュニケーション・意思決定」「対

人関係」「家族支援」「成育歴・生活歴」

は、情報収集・記載の双方で困難が大きか

った。第 4に、現行のアセスメント項目は

概ね網羅的と評価されていた。第 5に、支

給決定申請時のアセスメント書類の取扱い

には自治体間差が大きかった。以上より、

今後はアセスメント様式の標準化、記載支

援の具体化、ICT活用の促進、支給決定関

係書類の整理を一体的に進める必要があ

る。 

 

研究 Bの結論 

本研究の結果、ケアマネジメントプロセ

スにおける様式の活用状況として、①支給

決定、②本人の目標の共有、③情報共有、④

地域課題の発見、⑤人材育成での活用の５

つの機能があることが確認された。 
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F. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

日本社会福祉学会第73回秋季大会「計画

相談支援の可視化に関する研究－相談

支援専門員の面接場面の参与観察、及び

インタビュー調査の結果から－」 

 

 

G 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む．） 

1. 特許取得 

該当なし 

2. 実用新案登録 

該当なし 

3. その他 

該当なし 
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年度厚生労働科学研究費補助金(障害者政

策総合研究事業)「相談支援におけるサービ

ス等利用計画を作成する相談支援専門員の

思考と判断のプロセスの可視化とアセスメ

ント項目及び様式の提案のための研究」(研

究代表者:石山麗子)分担研究報告書. 2023. 

・日本相談支援専門員協会（2014）サービス

等利用計画作成サポートブック 

・日本相談支援専門員協会（2015）サービス

等利用計画の評価指標に関する調査研究」

報告書 
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研究 A－表 1．回答事業所の属性

 

 

研究 A－表 2. 地域における各様式の統一状況(n=507)  

 

 

研究Ａ－表 3 

 

 

表1　回答事業所の属性(n=507)

項目 区分 n ％

所在市町村の人口規模 一般市町村 289 57

政令市 113 22.3

中核市 94 18.5

特別区 11 2.2

法人種別 社会福祉法人(協議会以外) 187 36.9

特定非営利活動法人(NPO) 162 32

営利法人 72 14.2

その他の法人 28 5.5

社会福祉協議会 30 5.9

都道府県・市町村等 15 3

医療法人 13 2.6

契約利用者数 39人以下 91 17.9

40〜79人 101 19.9

80〜139人 131 25.8

140〜249人 107 21.1

250人以上 77 15.2

機能強化型加算 機能強化型Ⅰ・Ⅱ(上位)相当 127 25.1

機能強化型Ⅲ・Ⅳ(下位)相当 102 20.1

算定なし 278 54.8

主任相談支援専門員配置 配置あり 163 32.1

配置なし 344 67.9

計画相談支援専従 専従 306 60.4

他業務兼務あり 194 38.3

表2　地域における各様式の統一状況(n=507)

n % n % n %

相談受付表 49 9.7 115 22.7 343 67.7

アセスメント様式 55 10.8 106 20.9 346 68.2

サービス等利用計画の様式 107 21.1 205 40.4 195 38.5

モニタリングの様式 100 19.7 205 40.4 202 39.8

都道府県で統一 市町村で統一 統一されていない
様式

表3　ICT・業務支援ソフトの活用状況(n=507)

n % n %

業務支援ソフトの使用 216 42.6 291 57.4

多職種との情報共有におけるICT活用 131 25.8 376 74.2

記録作成におけるICT活用 100 19.7 407 80.3

項目
活用あり 活用なし
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研究 A-表 4.ケアマネジメント業務の実施状況（n-507） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4　ケアマネジメント業務の実施状況(n=507)

設問 区分 ｎ ％ 平均(割)

1割 58 11.4 7.23

2割 26 5.1

3割 36 7.1

4割 10 2

5割 45 8.9

6割 4 0.8

7割 19 3.7

8割 25 4.9

9割 13 2.6

10割(必ず作成) 271 53.5

アセスメント実施時のメモをもとに分析 116 49.2 －

面談時に記憶した情報をもとに分析 68 28.8

利用者や家族の希望どおりに作成 29 12.3

その他 23 9.7

1割 14 2.8 8.75

2割 11 2.2

3割 12 2.4

4割 4 0.8

5割 35 6.9

6割 3 0.6

7割 8 1.6

8割 33 6.5

9割 37 7.3

10割(必ず配布) 350 69

している 131 25.8 －

していない 376 74.2

している 100 19.7 －

していない 407 80.3

①計画書作成前のアセスメン

トシート作成割合

②①で10割でなかった者の分

析方法(n=236)

③サービス担当者会議での計

画書配布割合

④多職種との情報共有におけ

るICT活用

⑤記録作成におけるICT活用
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研究Ａ-表 5．アセスメント項目ごとの該当状況（n=507() 

 

 

 

 

研究Ａ-表 6. 支給決定申請時に必要とされる書類(507)  

 

 

 

 

研究 A-表 7. 市町村人口規模別 様式統一状況（「市町村で統一」割合） 

 

 

 

表5　アセスメント項目ごとの該当状況(n=507)

n % n % n % n % n % n %

要望・困りごと 150 29.6 470 92.7 468 92.3 49 9.7 119 23.5 9 1.8

一日の生活の流れ 107 21.1 375 74 374 73.8 252 49.7 53 10.5 17 3.4

ジェノグラム・エコマップ 140 27.6 344 67.9 348 68.6 210 41.4 55 10.8 19 3.7

成育歴・生活歴 194 38.3 433 85.4 424 83.6 104 20.5 138 27.2 13 2.6

生活基盤・日常生活 138 27.2 424 83.6 404 79.7 117 23.1 110 21.7 10 2

社会参加 132 26 311 61.3 306 60.4 110 21.7 86 17 16 3.2

コミュニケーション・意思決定 205 40.4 428 84.4 403 79.5 75 14.8 195 38.5 13 2.6

対人関係 195 38.5 392 77.3 382 75.3 88 17.4 194 38.3 13 2.6

屋外移動・金銭管理 191 37.7 327 64.5 402 62.9 104 20.5 99 19.5 11 2.2

日常生活 123 24.3 401 79.1 416 79.3 119 23.5 85 16.8 11 2.2

健康 138 27.2 419 82.6 336 82.1 97 19.1 91 17.9 9 1.8

家族支援 199 39.3 342 67.5 320 66.3 72 14.2 174 34.3 18 3.6

対応者所見のまとめa) － － 63.1 73 14.4 116 22.9 21 4.1

a)：「対応者所見のまとめ」は単純集計表において「情報収集困難」「重視して情報収集」の設問対象外。

記載困難 不要
項目

情報収集困難 重視情報収集 重視記録 形式化しがち

表6　支給決定申請時に必要とされる書類(n=507)

新規申請 更新申請 変更申請

n % n % n %

アセスメント 301 59.4 188 37.1 179 35.3

サービス等利用計画 501 98.8 496 97.8 489 96.4

モニタリングa) － － 411 81.1 379 74.8

a)：モニタリングは新規申請の調査対象外。

書類

表7　市町村人口規模別　様式統一状況(「市町村で統一」割合)

n % n % n %

相談受付表 50 17.3 26 27.7 37 32.7

アセスメント 43 14.9 23 24.5 39 34.5

サービス等利用計画 81 28 49 52.1 71 62.8

モニタリング 82 28.4 51 54.3 68 60.2

a)：特別区(n=11)はサンプル数が少ないため除外して表示。

一般市町村(n=289) 中核市(n=94) 政令市(n=113)

市町村規模a)

様式
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研究 A-表 8. 機能強化型の算定状況別 業務支援ソフト使用率(n=507) 

 

 

 

 

研究 A-表 9. 実務経験年数別 ICT 活用立（n-507） 

 

 

 

 

研究 A-表 10-1. 計画相談支援専従状況別 業務支援ソフト・ICT 活用率（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表8　機能強化型加算の算定状況別　業務支援ソフト使用率(n=507)

n % n % n % n %

使用 70 55.1 45 44.1 101 36.3 216 42.6

不使用 57 44.9 57 55.9 177 63.7 291 57.4

機能強化型Ⅰ・Ⅱ

(n=127)

機能強化型Ⅲ・Ⅳ

(n=102)
加算なし(n=278) (全体)(n=507)

区分

表9　実務経験年数別　ICT活用率(n=507)

n % n % n % n %

多職種情報共有ICT 32 18.4 42 28.6 57 30.6 131 25.8

記録作成ICT 33 19 27 18.4 40 21.5 100 19.7

5年未満(n=174) 5〜9年(n=147) 10年以上(n=186) (全体)(n=507)
区分

表10－1　計画相談支援専従状況別　業務支援ソフト・ICT活用率(％)

差(ポイント)a)

n % n % %

業務支援ソフト使用 119 38.9 95 49 +10.1

多職種情報共有ICT 75 24.5 55 28.4 +3.9

記録作成ICT 57 18.6 42 21.6 +3.0

a):兼務あり％から専従％を引いた差分％

専従(n=306) 兼務あり(n=194)
項目
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研究 A-表 10-2 . 計画相談支援専従状況別「どの利用者にも重視して情報収集する項目」（該

当する）割合） 

 

 

研究 A-表 10-3.計画相談支援専従状況別「どの利用者にも重視して記録する項目」（該当す

る）割合） 

 

 

 

 

 

表10-2　計画相談支援専従状況別　「どの利用者にも重視して情報収集する項目」(「該当する」割合)

差(ポイント)a)

n % n % %

要望・困りごと 277 90.5 186 95.9 +5.4

一日の生活の流れ 220 71.9 151 77.8 +5.9

ジェノグラム・エコマップ 189 61.8 151 77.8 +16.0

成育歴・生活歴 252 82.4 175 90.2 +7.8

生活基盤・日常生活 244 79.7 174 89.7 +10.0

社会参加 179 58.5 129 66.5 +8.0

コミュニケーション・意思決定 256 83.7 167 86.1 +2.4

対人関係 235 76.8 151 77.8 +1.0

屋外移動・金銭管理 184 60.1 137 70.6 +10.5

日常生活 237 77.5 158 81.4 +3.9

健康 243 79.4 170 87.6 +8.2

家族支援 201 65.7 134 69.1 +3.4

a):兼務あり％から専従％を引いた差分％

専従(n=306) 兼務あり(n=194)
アセスメント項目

表10－3　計画相談支援専従状況別　「どの利用者にも重視して記録する項目」(「該当する」割合)

アセスメント項目 専従(n=306) 兼務あり(n=194) 差(ポイント)a)

n % n % %

要望・困りごと 279 91.2 184 94.8 +3.6

一日の生活の流れ 219 71.6 153 78.9 +7.3

ジェノグラム・エコマップ 200 65.4 145 74.7 +9.3

成育歴・生活歴 249 81.4 170 87.6 +6.2

生活基盤・日常生活 226 73.9 173 89.2 +15.3

社会参加 168 54.9 135 69.6 +14.7

コミュニケーション・意思決定 235 76.8 163 84 +7.2

対人関係 226 73.9 151 77.8 +3.9

屋外移動・金銭管理 175 57.2 139 71.6 +14.4

日常生活 235 76.8 162 83.5 +6.7

健康 242 79.1 169 87.1 +8.0

家族支援 194 63.4 139 71.6 +8.2

対応者所見のまとめ 184 60.1 133 68.6 +8.5

a):兼務あり％から専従％を引いた差分％



15 

 

研究 A-表-11. 担当利用者数規模別 「情報収集が難しい」割合（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表11　担当利用者数規模別　「情報収集が難しい」割合(％)

39人以下(n=91) 40〜79人(n=101) 80人以上(n=315)

n % n % n %

要望・困りごと 34 37.4 30 29.7 86 27.3

成育歴・生活歴 41 45.1 37 36.6 116 36.8

生活基盤・日常生活 34 37.4 28 27.7 76 24.1

社会参加 32 35.2 25 24.8 75 23.8

コミュニケーション・意思決定 43 47.3 39 38.6 123 39

対人関係 39 42.9 39 38.6 117 37.1

屋外移動・金銭管理 43 47.3 42 41.6 106 33.7

家族支援 43 47.3 40 39.6 116 36.8

項目
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研究 B-表 1.対象地域の概要とインタビュー調査対象者の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究 B-表 2. インタビュー調査の項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口 インタビュー調査の対象者の属性 相談支援専門員数 

A圏域 約20万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ３人 

B市 約11万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ３人 

C市 約８万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ２人 

 

1. 計画相談／障害児相談支援の際にどのような様式を使用していますか。使用している

様式を全てお教えください。 

2. インテーク場面で使用する様式は何のために作成していると考えていますか。 

3. アセスメント場面で使用する様式は何のために作成していると考えています。 

4. サービス等利用計画の様式は何のために作成していると考えています。 

5. モニタリング場面で使用する様式は何のために作成していると考えていますか。 

6. その他使用している様式は何のために作成していると考えています。 

7. 使用している様式で重要な項目や逆に不要な項目があったらお教えください。また活

用状況と課題についてもお教えください。 

8. 計画相談／障害児相談支援のプロセスごとの市町村職員の確認の有無等と連携の内容

について教えてください。 

9. 計画相談／障害児相談支援のプロセスごとの対象となる障害当事者との関わりについ

て教えてください。 

10. 地域の中でどのような人材育成の体制が整備されていて、それがどのように影響をし

ていると考えていますか。 
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研究 B-表 3.インタビュー調査の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

域

ID 

使用している様式 様式の統一 
アセスメント票の

様式 

サービス等利用計画の様

式 

A 

① 基本情報 

② 現在の生活 

③ サービス等利用計

画 

④ 週間表 

⑤ アセスメント票

（ニーズ整理票） 

基幹の HP

からダウン

ロード可能 

９つの項目に対し

て、本人の意向、

家族や関係者の聞

き取り内容を記載

する。それぞれニ

ーズを記載する項

目がある。また、

本人ストレング

ス、関係者からの

本人・環境ストレ

ングス、100 文字要

約を記載できるよ

うになっている。 

本人の思いの要約（100 文

字要約）はアセスメント票

のものを転記する。 

解決すべき課題→私が希

望すること、応援して欲し

いこと、解決してほしいこ

と（本人のニーズ）、支援目

標→具体的な本人の目標、

福祉サービス等の項目→

応援する人・ところと記

載。 

課題解決のための本人の

役割→私が行うこと（役

割）と記載。 

全体的な支援の方向とい

う項目がある。その他留意

事項には個別支援計画へ

の伝達事項等含むがかっ

こ付けで記載。 

B 

① 相談受付表 

② アセスメント様式 

③ サービス等利用計

画 

④ 災害時対応プラン

（兼個別避難計画） 

⑤ 就労選択支援（該当

者） 

自立支援協

議会にて共

有化 

８つの項目を自由

に記述することが

できる。ストレング

スの４つのタイプ

の項目がある。 

標準的な様式 

C 

① 相談受付表 

② アセスメント様式 

③ サービス等利用計

画 

事業所間で

単独の様式

の使用の可

能性がある 

８つの項目を自由

に記述することが

できる。 

標準的な様式 
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表 4 様式の活用状況 

カテゴリー 概念 具体的な発言内容 

支給決定 

支給決定の根拠 － 

様式のズレ 

インフォーマルなものをいかに記載するか

との目的のズレ（連携ツールになりきれな

い） 

行政のローカルルール 行政のローカルルールを覚えることが大変 

本人との目標の

共有 

様式の項目の工夫 

計画様式：解決すべき課題→私が希望する

こと、応援して欲しいこと、解決してほし

いこと（本人のニーズ）、支援目標→具体的

な本人の目標、福祉サービス等の項目→応

援する人・ところと記載。 

アセスメントを繰り返す 

 モニタリングの中でアセスメントをし

ていく 

 やっぱりこう変わってきたりするもの

ですから。最初はあまりこうバチッと

決めずにやんわりと・・・。 

 モニタリングの中で関係性が深まって

いく 

目標を聞き出す工夫 

 こういう人生を送りたい、叶えたい夢

があるとか。最初の面談の時こそ喋り

やすい。 

 わかりやすさを大切にしている 

情報共有 

事業所への情報共有 

 計画様式：全体的な支援の方向という

項目がある。また、その他留意事項に

は個別支援計画への伝達事項等含むが

かっこ付けで記載している。 

 欄外へのメモで伝える 

 日常生活上の活動はサービス提供され

ると変わるので、意識的に聞き取り、

共有できるようにしている 

 モニタリングのポイントも連携の中で

形成されていく 

市町村への情報共有 
 欄外へのメモで伝える 

 対面で伝えることもある 

地域課題の発見 

相談支援事業所連絡会で

の共有 

－ 

行政機関担当部署と基幹

相談支援センターとの共

有 

－ 

人材育成での活

用 

GSV での活用 － 

巡回相談での活用 － 
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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

指定特定・指定障害児相談支援事業所を対象とした全国アンケート調査に関する研究 

 

研究代表者 石山 麗子 国際医療福祉大学大学院 教授 

研究分担者 鈴木 善雄 国際医療福祉大学大学院 助教 

研究要旨 

本研究は、全国の指定特定・指定障害児相談支援事業所 3,400 か所を対象に、各様式

の種類・活用実態・課題を把握することを目的とした自記式 Web アンケート調査であ

る（有効回答 507 件）。主な結果は次のとおりである。①サービス等利用計画・モニタ

リング様式は約 6 割の地域で統一されている一方、相談受付表・アセスメント様式は約

7 割で統一されていなかった。②業務支援ソフト使用率 42.6%、ICT 活用は 2 割前後と

低調で、機能強化型加算の算定状況と関連がみられた。③アセスメント項目のうち「コ

ミュニケーション・意思決定」「対人関係」「家族支援」「成育歴・生活歴」は情報収

集・記載の双方で困難度が高い一方、現行項目の 85.4%が「網羅されている」と評価さ

れた。④支給決定申請時のアセスメント提出は新規申請で必要 59.4%/不要 40.6%と自

治体差が大きかった。 

A 研究目的 

本研究は、令和 7～9年度厚生労働科学

研究費補助金（障害者政策総合研究事業）

「計画相談支援・障害児相談支援における

ケアマネジメントに係る業務及び記録の標

準化に向けた研究」の初年度に実施した研

究 Aである。研究班は令和 4～6年度の同

事業において、相談支援専門員の思考過程

の可視化、アセスメント様式の活用実態把

握、アセスメント項目・様式案の作成を行

ってきた。本研究はこれに基づき、サービ

ス等利用計画作成に係る標準様式（アセス

メント・サービス等利用計画・モニタリン

グ各様式案）の作成を 3年間で目指すもの

である。 

研究 Aの目的は、全国の指定特定相談支

援事業所・指定障害児相談支援事業所を対

象に、各様式の有無・種類・活用状況と課

題を、①計画作成、②支給決定の根拠、③

利用者との関係性の 3観点から横断的に把

握することである。 

 

A. 研究方法  

本調査は、全国の指定特定相談支援事業

所および指定障害児相談支援事業所（WAM 

NET 登録事業所）から無作為に抽出した

3,400か所を対象として実施した。回答者

は事業所の管理者、または主任相談支援専

門員とし、Webフォームを用いた無記名自

記式質問紙調査の方法を用いた。調査時期

は、令和 8年 1月 1日を基準日とし、令和

8 年 3月に実施した。 

調査項目は、事業所および回答者の属性、

各様式（相談受付表、アセスメント、サー
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ビス等利用計画、モニタリング）の地域統

一状況と使用の有無、計画書作成前のアセ

スメント実施や ICT活用を含むケアマネジ

メント業務の実態のほか、アセスメント

14 項目に関する 6観点（情報収集困難、

重視収集、重視記録、形式化、記載困難、

不要）の該当状況、項目の網羅性、支給決

定申請時の必要書類および意識する事項と

した。 

分析においては、単純集計に加えて、担

当利用者数規模、主任相談支援専門員の配

置、機能強化型加算の算定、アセスメント

様式の統一状況、専従・兼務、実務経験年

数、市町村人口規模を独立変数としたクロ

ス集計を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、国際医療福祉大学研究倫理審

査委員会の承認を得て実施した（承認番号：

25-TA-273）。調査票冒頭において研究の趣

旨、参加の任意性、得られたデータの取扱い

と個人情報の保護、結果の公表方法につい

て明記し、研究協力への同意を確認する設

問への回答をもって同意とみなすこととし

た。調査は無記名で実施し、事業所名・個人

名等の特定情報は収集していない。回収し

たデータは研究目的以外には使用せず、ア

クセス権限を限定した上で厳重に管理した。 

 

B. 研究結果 

1．回答事業所及び回答者の属性  

有効回答 507件（有効回答率：14.9%）

の事業所属性を表 1に示す。所在市町村の

人口規模は一般市町村 57.0%、政令市

22.3%、中核市 18.5%、特別区 2.2%であ

り、地方部から大都市部までを含むサンプ

ルが得られた。法人種別は社会福祉法人

（協議会以外）36.9%、営利法人 32.0%、

特定非営利活動法人（NPO）14.2%の順であ

った。実施している相談支援の種類（複数

回答）は、指定特定相談支援事業 94.1%、

指定障害児相談支援事業 81.3%、指定一般

相談支援事業 34.3%、委託相談支援事業

18.3%、基幹相談支援センター6.3%、自立

生活援助事業 4.1%であった。事業所で契

約している利用者数は平均 139.5人で、80

人以上が 62.1%を占めた。機能強化型加算

の算定状況は、算定あり 45.2%（機能強化

型加算Ⅰ・Ⅱ相当 25.1%、機能強化型加算

Ⅲ・Ⅳ相当 20.1%）、算定なし 54.8%であっ

た。主として対象としている障害種別は、

知的 39.4%、精神 34.1%、発達 18.1%、身

体 7.1%、重症心身 1.2%であった。 

回答者である相談支援専門員の実務経験

年数は平均 7.41年で、5年未満 34.3%、5

～9年 29.0%、10年以上 36.7%とほぼ均等

に分布した。主任相談支援専門員を取得し

ている者は 24.9%、事業所単位で主任相談

支援専門員が配置されているのは 32.1%で

あった。計画相談支援専従は 60.4%、他業

務兼務ありは 38.3%であった。 

2．使用様式の統一状況  

事業所が所属する地域における各様式の

統一状況を表 2に示す。相談受付表につい

ては「都道府県で統一」9.7%、「市町村で

統一」22.7%、「統一されていない」

67.7%、アセスメント様式についても「都

道府県で統一」10.8%、「市町村で統一」

20.9%、「統一されていない」68.2%と、両

様式ともに地域における統一が進んでいな

かった。これに対し、サービス等利用計画

の様式は「都道府県で統一」21.1%、「市町

村で統一」40.4%、「統一されていない」

38.5%、モニタリング様式も「都道府県で

統一」19.7%、「市町村で統一」40.4%、「統

一されていない」39.8%と、約 6割の地域

で何らかの形で統一されていた。 

統一様式が存在する地域に属する事業所

のうち、実際に当該統一様式を使用してい

る割合は、相談受付表 92.7%、アセスメン

ト 94.4%、サービス等利用計画 95.2%、モ

ニタリング 95.1%と、いずれも 9割以上で

あった（表 2）。 

3．業務支援ソフト及び ICT の活用状況 

アセスメント・サービス等利用計画・モ

ニタリングの記録等における業務支援ソフ

トの使用状況を表 3に示す。「使用」
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42.6%、「不使用」57.4%であった。多職種

との情報共有に ICTを活用しているのは

25.8%、記録作成に ICTを活用しているの

は 19.7%であった（表 3）。 

4．ケアマネジメント業務の実施状況  

サービス等利用計画作成前に必ずアセス

メントシートを作成している割合を表 4に

示す。「10割（必ず作成している）」と回

答した者は 53.5%、平均は 72.3%であっ

た。10割でなかった回答者に対し、分析

の方法を尋ねた設問（複数回答）では、

「アセスメント実施時のメモをもとに分析

している」49.2%、「面談時に記憶した情報

をもとに分析している」28.8%、「利用者や

家族の希望どおりに作成している」

12.3%、「その他」9.7%であった。 

一方、サービス担当者会議において利用

者とサービス担当者に計画書を配布してい

る割合は、「10割」69.0%、平均 87.5%であ

った（表 4）。 

5．アセスメント項目ごとの情報収集・記

録作成の実態  

14のアセスメント項目について、6観点

（情報収集が難しい／どの利用者にも重視

して情報収集する／どの利用者にも重視し

て記録する／記録が形式的になりがち／得

た情報を的確に記載することが難しい／不

要だと思う）での該当状況を尋ねた結果を

表 5に示す（「該当する」と回答した割合

を抜粋）。 

「どの利用者にも重視して情報収集する

項目」としては、要望・困りごと 92.7%、

成育歴・生活歴 85.4%、コミュニケーショ

ン・意思決定 84.4%、生活基盤・日常生活

83.6%、健康 82.6%、対人関係 77.3%が上位

であった。「どの利用者にも重視して記録

する項目」も同様に、要望・困りごと

92.3%、健康 82.1%、成育歴・生活歴

83.6%、生活基盤・日常生活 79.7%、日常

生活 79.3%、コミュニケーション・意思決

定 79.5%が上位となり、情報収集と記録で

重視される項目は概ね一致していた。 

一方、「情報収集が難しい項目」として

は、コミュニケーション・意思決定

40.4%、家族支援 39.3%、対人関係 38.5%、

成育歴・生活歴 38.3%、屋外移動・金銭管

理 37.7%が上位となった。「得た情報を的

確に記載することが難しい項目」も、コミ

ュニケーション・意思決定 38.5%、対人関

係 38.3%、家族支援 34.3%が高かった。 

「記録が形式的になりがちな項目」とし

ては、一日の生活の流れ 49.7%、ジェノグ

ラム・エコマップ 41.4%が高かった。「不

要だと思う項目」は全項目で 1.8～4.1%に

とどまった。アセスメント項目の網羅性に

ついては、「網羅されている」85.4%、「網

羅されていない」14.6%であった（表 5）。 

6．障害福祉サービスの支給決定申請時の

必要書類  

障害福祉サービスの支給決定申請時に必

ず提出が求められる書類を表 6に示す。サ

ービス等利用計画は新規 98.8%、更新

97.8%、変更 96.4%と、ほぼ全ての自治体

で必須書類とされていた。モニタリングは

更新申請 81.1%、変更申請 74.8%で必要と

されていた。これに対し、アセスメントは

新規申請で「必要」59.4%、「不要」

40.6%、更新申請で「必要」37.1%、変更申

請で「必要」35.3%であった（表 6）。 

7．クロス集計結果  

回答者・事業所属性と主要変数との関係

をクロス集計により分析した結果を以下に

示す。 

（1）市町村人口規模と様式の統一状況  

市町村人口規模別に様式統一率を比較す

ると、サービス等利用計画様式の「市町村

で統一」の割合は、政令市 62.8%、中核市

52.1%、特別区 36.4%、一般市町村 28.0%で

あった（表 7）。モニタリング様式につい

ても同様の傾向がみられ、政令市 60.2%、

中核市 54.3%、一般市町村 28.4%であっ

た。一方、「統一されていない」割合は一

般市町村で最も高く、サービス等利用計画

で 43.3%、モニタリングで 44.6%を占めた

（表 7）。 

（2）機能強化型加算の算定状況と業務支
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援ソフト・様式統一  

機能強化型加算の算定状況別に業務支援

ソフト使用率をみると、加算なし事業所

36.3%に対し、機能強化型Ⅲ・Ⅳ相当

44.1%、機能強化型Ⅰ・Ⅱ相当 55.1%と、

上位加算の算定事業所ほど業務支援ソフト

の使用率が高かった（表 8）。また、サー

ビス等利用計画様式が「都道府県又は市町

村で統一されている地域」に属する事業所

の割合も、機能強化型加算算定事業所

64.2%が、加算なし事業所 59.3%を上回っ

た（表 8）。 

（3）実務経験年数と業務支援ソフト・ICT

活用  

相談支援専門員の実務経験年数別にみる

と、多職種との情報共有における ICT活用

率は、5年未満 18.4%、5～9年 28.6%、10

年以上 30.6%であった（表 9）。記録作成に

おける ICT活用率についても、5年未満

19.0%、5～9年 18.4%、10年以上 21.5%で

あり、群間差は大きくなかった（表 9）。 

（4）計画相談支援専従状況と業務実施状

況  

計画相談支援専従（n=306）と他業務兼

務あり（n=194）を比較すると、業務支援

ソフトの使用率は専従 38.9%、兼務

49.0%、多職種情報共有における ICT活用

率は専従 24.5%、兼務 28.4%、記録作成に

おける ICT活用率は専従 18.6%、兼務

21.6%であり、いずれも兼務あり群の方が

高かった（表 10-1）。アセスメント項目別

の「どの利用者にも重視して情報収集する

項目」についても、兼務あり群の方が重視

する項目が多い傾向がみられた（表 10-

2)。例えば、要望・困りごと（兼務 95.9% 

vs 専従 90.5%）、一日の生活の流れ（兼務

77.8% vs 専従 71.9%）、ジェノグラム・エ

コマップ（兼務 77.8% vs 専従 61.8%）、成

育歴・生活歴（兼務 90.2% vs 専従

82.4%）、生活基盤・日常生活（兼務 89.7% 

vs 専従 79.7%）、社会参加（兼務 66.5% vs 

専従 58.5%）、屋外移動・金銭管理（兼務

70.6% vs 専従 60.1%）などで兼務あり群

が上回った。 

「どの利用者にも重視して記録する項目」

でも同様の傾向がみられた（表 10-3）。 

（5）担当利用者数規模と情報収集困難感 

担当利用者数の規模区分別に「情報収集

が難しい」と回答した割合をみると、39

人以下の小規模群が複数の項目で最も高

く、80人以上の大規模群よりも高い傾向

がみられた（表 11）。特に、要望・困りご

と（39人以下 37.4% vs 80 人以上

27.3%）、成育歴・生活歴（45.1% vs 

36.8%）、生活基盤・日常生活（37.4% vs 

24.1%）、社会参加（35.2% vs 23.8%）、家

族支援（47.3% vs 36.8%）、屋外移動・金

銭管理（47.3% vs 33.7%）で差が大きかっ

た。対人関係とコミュニケーション・意思

決定については規模差が小さかった（表

11）。 

 

D.考察 

本調査では、サービス等利用計画・モニ

タリング様式は一定程度地域で統一されて

いる一方、相談受付表とアセスメント様式

の統一は遅れていた。過去の調査 1）でも同

様の構図が示されており、約 3年を経ても

変化はみられない。これは、支給決定事務

に直結する計画書・モニタリング様式では

日本相談支援専門員協会のモデル様式 2）を

基盤とした地域統一が進んだ一方、事務手

続に直接結びつかない相談受付・アセスメ

ント様式は自然経過では統一が進みにくい

ためと考えられる 3）。 

統一様式がある地域では各様式とも 9割

以上の事業所が実際に使用していたことか

ら、課題の中心は現場での不使用ではな

く、地域における様式整備の遅れにあると

考えられる。特に一般市町村で未統一割合

が高かったことから、中小規模自治体を念

頭に置いた標準様式の提示が必要である。 

業務支援ソフト使用率は 42.6%、ICT活

用は 2割前後にとどまり、記録業務のデジ

タル化は十分に進んでいなかった。一方

で、機能強化型加算算定事業所では業務支
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援ソフト使用率が高かったことから、体制

整備の状況が ICT活用に影響している可能

性がある。標準化を実効性のあるものにす

るには、様式そのものの整備に加え、入力

しやすいデータ構造や運用環境をあわせて

整える必要がある。 

アセスメント項目では、「コミュニケー

ション・意思決定」「対人関係」「家族支

援」「成育歴・生活歴」で情報収集と記載

の双方に困難が集まっていた。一方、現行

項目の網羅性は 85.4%が肯定しており、今

後の焦点は項目の追加よりも、各項目の記

載例、判断の視点、活用方法を具体化する

ことにあると考えられる。また、「一日の

生活の流れ」「ジェノグラム・エコマッ

プ」は形式化しやすく、記録の目的と使い

方を踏まえた様式設計の再検討が必要であ

る。 

クロス集計では、小規模事業所で情報収

集困難感が高く、兼務あり群で ICT活用率

やアセスメント重視項目の割合が高かっ

た。事業所規模や法人体制の違いが実務の

進め方に影響している可能性があり、標準

様式の普及に当たっては、事業所の規模や

運営体制に応じた支援方策を検討する必要

がある。 

支給決定申請時におけるアセスメント提

出の要否は自治体差が大きかった。アセス

メントの位置づけが自治体ごとに異なるこ

とは、現場の実務負担や様式整備の優先順

位にも影響しうる。次年度以降は、市町村

側調査とあわせて、支給決定実務における

アセスメントの位置づけを整理する必要が

ある。 

 

E 結論 

全国の指定特定・指定障害児相談支援事

業所 507か所を対象とした本調査から、次

の点が明らかとなった。第 1に、サービス

等利用計画・モニタリング様式に比べ、相

談受付表・アセスメント様式の統一は遅れ

ていた。第 2に、業務支援ソフト及び ICT

の活用は全体として低水準であった。第 3

に、「コミュニケーション・意思決定」「対

人関係」「家族支援」「成育歴・生活歴」

は、情報収集・記載の双方で困難が大きか

った。第 4に、現行のアセスメント項目は

概ね網羅的と評価されていた。第 5に、支

給決定申請時のアセスメント書類の取扱い

には自治体間差が大きかった。以上より、

今後はアセスメント様式の標準化、記載支

援の具体化、ICT活用の促進、支給決定関

係書類の整理を一体的に進める必要があ

る。 

 

F.研究発表 

3. 論文発表 

なし 

4. 学会発表 

なし 

 

G 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む．） 

4. 特許取得 

該当なし 

5. 実用新案登録 

該当なし 

6. その他 

該当なし 
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表1　回答事業所の属性(n=507)

項目 区分 n ％

所在市町村の人口規模 一般市町村 289 57

政令市 113 22.3

中核市 94 18.5

特別区 11 2.2

法人種別 社会福祉法人(協議会以外) 187 36.9

特定非営利活動法人(NPO) 162 32

営利法人 72 14.2

その他の法人 28 5.5

社会福祉協議会 30 5.9

都道府県・市町村等 15 3

医療法人 13 2.6

契約利用者数 39人以下 91 17.9

40〜79人 101 19.9

80〜139人 131 25.8

140〜249人 107 21.1

250人以上 77 15.2

機能強化型加算 機能強化型Ⅰ・Ⅱ(上位)相当 127 25.1

機能強化型Ⅲ・Ⅳ(下位)相当 102 20.1

算定なし 278 54.8

主任相談支援専門員配置 配置あり 163 32.1

配置なし 344 67.9

計画相談支援専従 専従 306 60.4

他業務兼務あり 194 38.3

表2　地域における各様式の統一状況(n=507)

n % n % n %

相談受付表 49 9.7 115 22.7 343 67.7

アセスメント様式 55 10.8 106 20.9 346 68.2

サービス等利用計画の様式 107 21.1 205 40.4 195 38.5

モニタリングの様式 100 19.7 205 40.4 202 39.8

都道府県で統一 市町村で統一 統一されていない
様式

表3　ICT・業務支援ソフトの活用状況(n=507)

n % n %

業務支援ソフトの使用 216 42.6 291 57.4

多職種との情報共有におけるICT活用 131 25.8 376 74.2

記録作成におけるICT活用 100 19.7 407 80.3

項目
活用あり 活用なし
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表4　ケアマネジメント業務の実施状況(n=507)

設問 区分 ｎ ％ 平均(割)

1割 58 11.4 7.23

2割 26 5.1

3割 36 7.1

4割 10 2

5割 45 8.9

6割 4 0.8

7割 19 3.7

8割 25 4.9

9割 13 2.6

10割(必ず作成) 271 53.5

アセスメント実施時のメモをもとに分析 116 49.2 －

面談時に記憶した情報をもとに分析 68 28.8

利用者や家族の希望どおりに作成 29 12.3

その他 23 9.7

1割 14 2.8 8.75

2割 11 2.2

3割 12 2.4

4割 4 0.8

5割 35 6.9

6割 3 0.6

7割 8 1.6

8割 33 6.5

9割 37 7.3

10割(必ず配布) 350 69

している 131 25.8 －

していない 376 74.2

している 100 19.7 －

していない 407 80.3

①計画書作成前のアセスメン

トシート作成割合

②①で10割でなかった者の分

析方法(n=236)

③サービス担当者会議での計

画書配布割合

④多職種との情報共有におけ

るICT活用

⑤記録作成におけるICT活用

表5　アセスメント項目ごとの該当状況(n=507)

n % n % n % n % n % n %

要望・困りごと 150 29.6 470 92.7 468 92.3 49 9.7 119 23.5 9 1.8

一日の生活の流れ 107 21.1 375 74 374 73.8 252 49.7 53 10.5 17 3.4

ジェノグラム・エコマップ 140 27.6 344 67.9 348 68.6 210 41.4 55 10.8 19 3.7

成育歴・生活歴 194 38.3 433 85.4 424 83.6 104 20.5 138 27.2 13 2.6

生活基盤・日常生活 138 27.2 424 83.6 404 79.7 117 23.1 110 21.7 10 2

社会参加 132 26 311 61.3 306 60.4 110 21.7 86 17 16 3.2

コミュニケーション・意思決定 205 40.4 428 84.4 403 79.5 75 14.8 195 38.5 13 2.6

対人関係 195 38.5 392 77.3 382 75.3 88 17.4 194 38.3 13 2.6

屋外移動・金銭管理 191 37.7 327 64.5 402 62.9 104 20.5 99 19.5 11 2.2

日常生活 123 24.3 401 79.1 416 79.3 119 23.5 85 16.8 11 2.2

健康 138 27.2 419 82.6 336 82.1 97 19.1 91 17.9 9 1.8

家族支援 199 39.3 342 67.5 320 66.3 72 14.2 174 34.3 18 3.6

対応者所見のまとめa) － － 63.1 73 14.4 116 22.9 21 4.1

a)：「対応者所見のまとめ」は単純集計表において「情報収集困難」「重視して情報収集」の設問対象外。

記載困難 不要
項目

情報収集困難 重視情報収集 重視記録 形式化しがち
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表6　支給決定申請時に必要とされる書類(n=507)

新規申請 更新申請 変更申請

n % n % n %

アセスメント 301 59.4 188 37.1 179 35.3

サービス等利用計画 501 98.8 496 97.8 489 96.4

モニタリングa) － － 411 81.1 379 74.8

a)：モニタリングは新規申請の調査対象外。

書類

表7　市町村人口規模別　様式統一状況(「市町村で統一」割合)

n % n % n %

相談受付表 50 17.3 26 27.7 37 32.7

アセスメント 43 14.9 23 24.5 39 34.5

サービス等利用計画 81 28 49 52.1 71 62.8

モニタリング 82 28.4 51 54.3 68 60.2

a)：特別区(n=11)はサンプル数が少ないため除外して表示。

一般市町村(n=289) 中核市(n=94) 政令市(n=113)

市町村規模a)

様式

表8　機能強化型加算の算定状況別　業務支援ソフト使用率(n=507)

n % n % n % n %

使用 70 55.1 45 44.1 101 36.3 216 42.6

不使用 57 44.9 57 55.9 177 63.7 291 57.4

機能強化型Ⅰ・Ⅱ

(n=127)

機能強化型Ⅲ・Ⅳ

(n=102)
加算なし(n=278) (全体)(n=507)

区分

表9　実務経験年数別　ICT活用率(n=507)

n % n % n % n %

多職種情報共有ICT 32 18.4 42 28.6 57 30.6 131 25.8

記録作成ICT 33 19 27 18.4 40 21.5 100 19.7

5年未満(n=174) 5〜9年(n=147) 10年以上(n=186) (全体)(n=507)
区分
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表10－1　計画相談支援専従状況別　業務支援ソフト・ICT活用率(％)

差(ポイント)a)

n % n % %

業務支援ソフト使用 119 38.9 95 49 +10.1

多職種情報共有ICT 75 24.5 55 28.4 +3.9

記録作成ICT 57 18.6 42 21.6 +3.0

a):兼務あり％から専従％を引いた差分％

専従(n=306) 兼務あり(n=194)
項目

表10-2　計画相談支援専従状況別　「どの利用者にも重視して情報収集する項目」(「該当する」割合)

差(ポイント)a)

n % n % %

要望・困りごと 277 90.5 186 95.9 +5.4

一日の生活の流れ 220 71.9 151 77.8 +5.9

ジェノグラム・エコマップ 189 61.8 151 77.8 +16.0

成育歴・生活歴 252 82.4 175 90.2 +7.8

生活基盤・日常生活 244 79.7 174 89.7 +10.0

社会参加 179 58.5 129 66.5 +8.0

コミュニケーション・意思決定 256 83.7 167 86.1 +2.4

対人関係 235 76.8 151 77.8 +1.0

屋外移動・金銭管理 184 60.1 137 70.6 +10.5

日常生活 237 77.5 158 81.4 +3.9

健康 243 79.4 170 87.6 +8.2

家族支援 201 65.7 134 69.1 +3.4

a):兼務あり％から専従％を引いた差分％

専従(n=306) 兼務あり(n=194)
アセスメント項目

表10－3　計画相談支援専従状況別　「どの利用者にも重視して記録する項目」(「該当する」割合)

アセスメント項目 専従(n=306) 兼務あり(n=194) 差(ポイント)a)

n % n % %

要望・困りごと 279 91.2 184 94.8 +3.6

一日の生活の流れ 219 71.6 153 78.9 +7.3

ジェノグラム・エコマップ 200 65.4 145 74.7 +9.3

成育歴・生活歴 249 81.4 170 87.6 +6.2

生活基盤・日常生活 226 73.9 173 89.2 +15.3

社会参加 168 54.9 135 69.6 +14.7

コミュニケーション・意思決定 235 76.8 163 84 +7.2

対人関係 226 73.9 151 77.8 +3.9

屋外移動・金銭管理 175 57.2 139 71.6 +14.4

日常生活 235 76.8 162 83.5 +6.7

健康 242 79.1 169 87.1 +8.0

家族支援 194 63.4 139 71.6 +8.2

対応者所見のまとめ 184 60.1 133 68.6 +8.5

a):兼務あり％から専従％を引いた差分％
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表11　担当利用者数規模別　「情報収集が難しい」割合(％)

39人以下(n=91) 40〜79人(n=101) 80人以上(n=315)

n % n % n %

要望・困りごと 34 37.4 30 29.7 86 27.3

成育歴・生活歴 41 45.1 37 36.6 116 36.8

生活基盤・日常生活 34 37.4 28 27.7 76 24.1

社会参加 32 35.2 25 24.8 75 23.8

コミュニケーション・意思決定 43 47.3 39 38.6 123 39

対人関係 39 42.9 39 38.6 117 37.1

屋外移動・金銭管理 43 47.3 42 41.6 106 33.7

家族支援 43 47.3 40 39.6 116 36.8

項目
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Ａ．研究目的 

相談支援の質を向上し均てん化を図るに

は、サービス等利用計画を策定に関する業

務と記録の標準化は不可欠である。加えて

今後一層深刻化が見込まれる人材不足を考

慮すれば、サービス等利用計画の質と業務

効率化を同時に実現しなければならない。

デジタル行財政改革2024では介護の生産性

向上が示された。相談支援専門員等の業務

支援に今後は機械学習等（AI）の技術の活用

も想定される。その実現にはケアマネジメ

ントに係る業務の一定の標準化と、とりわ

け記録の標準化が必須となるため、これら

に関する基礎的知見を明らかにする必要が

ある。そこで、本研究はサービス等利用計画

作成に係る標準様式として、アセスメント、

サービス等利用計画、モニタリングの各様

式（案）を作成することを目的とする。その

一環として、サービス等利用計画、及び障害

児支援利用計画に関するアセスメント、サ

ービス等利用計画、モニタリングの各様式

の活用状況等の実態を明らかにする。 

 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究対象 

 日本相談支援専門員協会から紹介を受け

た３つの地域（表１）の基幹相談支援センタ

ーの相談支援専門員、及び指定特定相談支

援事業所の相談支援専門員を対象にインタ

ビュー調査を実施した。 

 

２．調査方法と分析方法 

 インタビュー調査は、基幹相談支援セン

研究要旨 

本研究はサービス等利用計画及び障害児支援計画作成に係る標準様式として、アセスメン

ト、サービス等利用計画、モニタリングの各様式（案）を作成することを最終の目的として

いる。その一環として、本報告では、サービス等利用計画、及び障害児支援利用計画に関す

るアセスメント、サービス等利用計画、モニタリングの各様式の活用状況等の実態を明らか

にすることを目的とした。方法としては、３つの地域の基幹相談支援センター、及び特定相

談支援事業所の相談支援専門員を対象に対面形式のインタビュー調査を実施した。 

その結果、ケアマネジメントプロセスにおける様式には、①支給決定、②本人の目標の共

有、③情報共有、④地域課題の発見、⑤人材育成での活用の５つの機能があることが確認さ

れた。相談支援専門員はこれらの機能を意識して、様々な工夫を行いながら、様式を作成し

ていることが明らかになった。 
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ターの会議室等にて対面形式で実施した。

時期は2026年１月から３月であった。具体

的なインタビュー調査の項目は表２のとお

りであった。 

 分析に当たっては、インタビュー調査の

内容を逐語録にしたうえで、オープンコー

ディングを行った。その後、似た内容につい

てカテゴリー化を行った。 

 

３．倫理面への配慮 

 調査にあたっては、実際の業務で知りえ

た個人情報は収集せず、様式の使用状況等

の実態を明らかにすることを目的すること

等を説明した。合わせて、収集するデータの

取り扱い、報告書等での公開を説明し、調査

の同意を得て実施した。 

なお、本研究は長野大学「人を対象とする

研究に関する倫理審査」に関するチェック

シートにより審査の必要性がないと確認し、

実施した。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１．様式の項目等 

３つの地域のサービス等利用計画、及び

障害児支援利用計画作成の際の様式を表３

にまとめた。A圏域とB市では共通の様式を

使用しているということであったが、C市は

事業所単独の様式の使用の可能性があると

いうことであった。 

様式の項目については、A圏域の場合、ア

セスメント様式、サービス等利用計画の様

式において、本人の意向が書き込めるよう

に工夫されていた。また、A圏域、B市はアセ

スメント様式にて、ストレングスを記述す

ることができるようになっていた。 

 

２．様式の活用状況 

 次に、様式をどのように活用しているの

かについて、表４にまとめた。以下、項目ご

とに確認する。 

（１）支給決定 

 まず、支給決定の機能について確認した

い。このうち、支給決定の根拠になるという

発言は３つの地域、共通して確認された。 

 それぞれの地域の独自な点としては、支

給決定の根拠だけでなく、インフォーマル

な資源を多く記述しようとすると、支給決

定の根拠としての目的からはズレていくこ

とになるという発言があった。また、支給決

定の根拠ではあるが、行政ごとにルールが

あり、それを覚えることが大変であるとい

った発言も確認された。 

 

（２）本人の目標の共有 

 ２つ目に本人の目標の共有の機能の内容

について確認したい。 

 まず、様式の項目を変更しているA圏域で

は、より本人の目標や希望を記述できるよ

うに工夫していた。また、本人との目標の共

有にあたっては、アセスメントを繰り返す

ことや目標を聞き出す工夫を行っているこ

とが確認された。 

 

（３）情報共有 

 ３つ目に情報共有の機能の内容について

確認したい。事業所への情報共有と市町村

の担当部署への情報共有を行っていること

が確認された。 

 

（４）地域課題の発見 

 ４つ目に地域課題の発見の機能の内容に

ついて確認したい。サービス等利用計画等

の作成のプロセスにおいて発見された課題
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については、相談支援事業所連絡会や行政

機関の担当部署と基幹相談支援センターで

共有されていることが確認された。 

 

（５）人材育成での活用 

 ５つ目に人材育成での活用の機能の内容

について確認したい。GSVでの活用であった

り、巡回相談での活用が行われていた。 

 

 

Ｄ．考察 

 本研究の結果、ケアマネジメントプロセ

スにおける様式の活用状況として、①支給

決定、②本人の目標の共有、③情報共有、④

地域課題の発見、⑤人材育成での活用の５

つの機能があることが確認された。中でも

②本人の目標の共有においては、モニタリ

ングの中で再びアセスメントをしていく発

言が多く確認された。また、本人の目標を確

認する工夫についても発言が多く確認され

ており、本人の意向をどのように計画に反

映するのか、相談支援専門員が試行錯誤を

している状況がうかがえた。 

 日本相談支援専門員協会は、サービス等

利用計画の評価視点として、①エンパワメ

ント、アドボカシーの視点、②総合的な生活

支援の視点、③ニーズに基づく支援の視点、

④連携･チーム支援の視点、⑤中立･公平な

視点、⑥生活の質の向上の視点の６つの視

点を提示しているが、本研究で確認された

内容についても同様の視点が多く確認され

た（日本相談支援専門員協会2015）。 

 

 

Ｅ．結論 

 本研究の結果、ケアマネジメントプロセ

スにおける様式の活用状況として、①支給

決定、②本人の目標の共有、③情報共有、

④地域課題の発見、⑤人材育成での活用の

５つの機能があることが確認された。 

 

 

Ｆ．研究発表 

 1.  論文発表 

特になし 

 

 2.  学会発表 

日本社会福祉学会第73回秋季大会「計画

相談支援の可視化に関する研究－相談支

援専門員の面接場面の参与観察、及びイ

ンタビュー調査の結果から－」 

 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

特になし 

 

 2. 実用新案登録 

  特になし 

 

 3.その他 

  特になし 

 

参考文献 

・東美奈子・大久保薫・島村聡（2015） 

『障がい者ケアマネジメントの基本』 

中央法規 

・日本相談支援専門員協会（2015） 

『「サービス等利用計画の評価指標に関

する調査研究」報告書』 
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表1  対象地域の概要とインタビュー調査対象者の属性 

 人口 インタビュー調査の対象者の属性 相談支援専門員数 

A圏域 約20万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ３人 

B市 約11万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ３人 

C市 約８万人 基幹相談支援センタ―、指定特定相談支援事業所 ２人 

 
 
 
 
 
表2 インタビュー調査の項目 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11. 計画相談／障害児相談支援の際にどのような様式を使用していますか。使用してい

る様式を全てお教えください。 

12. インテーク場面で使用する様式は何のために作成していると考えていますか。 

13. アセスメント場面で使用する様式は何のために作成していると考えています。 

14. サービス等利用計画の様式は何のために作成していると考えています。 

15. モニタリング場面で使用する様式は何のために作成していると考えていますか。 

16. その他使用している様式は何のために作成していると考えています。 

17. 使用している様式で重要な項目や逆に不要な項目があったらお教えください。また

活用状況と課題についてもお教えください。 

18. 計画相談／障害児相談支援のプロセスごとの市町村職員の確認の有無等と連携の

内容について教えてください。 

19. 計画相談／障害児相談支援のプロセスごとの対象となる障害当事者との関わりに

ついて教えてください。 

20. 地域の中でどのような人材育成の体制が整備されていて、それがどのように影響を

していると考えていますか。 
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表 3 インタビュー調査の結果 

地

域

ID 

使用している様式 様式の統一 
アセスメント票の

様式 

サービス等利用計画の様

式 

A 

① 基本情報 

② 現在の生活 

③ サービス等利用計

画 

④ 週間表 

⑤ アセスメント票（ニ

ーズ整理票） 

基幹の HPか

らダウンロ

ード可能 

９つの項目に対し

て、本人の意向、家

族や関係者の聞き

取り内容を記載す

る。それぞれニーズ

を記載する項目が

ある。また、本人ス

トレングス、関係者

からの本人・環境ス

トレングス、100 文

字要約を記載でき

るようになってい

る。 

本人の思いの要約（100

文字要約）はアセスメン

ト票のものを転記する。 

解決すべき課題→私が希

望すること、応援して欲

しいこと、解決してほし

いこと（本人のニーズ）、

支援目標→具体的な本人

の目標、福祉サービス等

の項目→応援する人・と

ころと記載。 

課題解決のための本人の

役割→私が行うこと（役

割）と記載。 

全体的な支援の方向とい

う項目がある。その他留

意事項には個別支援計画

への伝達事項等含むがか

っこ付けで記載。 

B 

① 相談受付表 

② アセスメント様式 

③ サービス等利用計

画 

④ 災害時対応プラン

（兼個別避難計画） 

⑤ 就労選択支援（該当

者） 

自立支援協

議会にて共

有化 

８つの項目を自由

に記述することが

できる。ストレング

スの４つのタイプ

の項目がある。 

標準的な様式 

C 

① 相談受付表 

② アセスメント様式 

③ サービス等利用計

画 

事業所間で

単独の様式

の使用の可

能性がある 

８つの項目を自由

に記述することが

できる。 

標準的な様式 
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表 4 様式の活用状況 

カテゴリー 概念 具体的な発言内容 

支給決定 

支給決定の根拠 － 

様式のズレ 
インフォーマルなものをいかに記載するかと

の目的のズレ（連携ツールになりきれない） 

行政のローカルルール 行政のローカルルールを覚えることが大変 

本人との目

標の共有 

様式の項目の工夫 

計画様式：解決すべき課題→私が希望するこ

と、応援して欲しいこと、解決してほしいこと

（本人のニーズ）、支援目標→具体的な本人の

目標、福祉サービス等の項目→応援する人・と

ころと記載。 

アセスメントを繰り返す 

・モニタリングの中でアセスメントをしてい

く 

・やっぱりこう変わってきたりするものです

から。最初はあまりこうバチッと決めずにやん

わりと・・・。 

・モニタリングの中で関係性が深まっていく 

目標を聞き出す工夫 

・こういう人生を送りたい、叶えたい夢がある

とか。最初の面談の時こそ喋りやすい。 

・わかりやすさを大切にしている 

情報共有 

事業所への情報共有 

・計画様式：全体的な支援の方向という項目が

ある。また、その他留意事項には個別支援計画

への伝達事項等含むがかっこ付けで記載して

いる。 

・欄外へのメモで伝える 

・日常生活上の活動はサービス提供されると

変わるので、意識的に聞き取り、共有できるよ

うにしている 

・モニタリングのポイントも連携の中で形成

されていく 

市町村への情報共有 
・欄外へのメモで伝える 

・対面で伝えることもある 

地域課題の

発見 

相談支援事業所連絡会で

の共有 

－ 

行政機関担当部署と基幹

相談支援センターとの共

有 

－ 

人材育成で

の活用 

GSVでの活用 － 

巡回相談での活用 － 

 


